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一般社団法人日本医学会連合は基礎医学系・社会医学系・臨床医学系126学

会で構成されており、生命や疾病のしくみなどを解明することにより、疾病予

防や治療の開発を推進し、国民の健康を守り、健全な社会づくりを目指す学術

団体です。

このような観点から、日本医学会連合は、がん対策推進協議会発出(平成29

年2月23 田の「受動喫煙防止対策に関する意見書」(添付1)、禁煙推進学術

ネットワーク、日本医師会、日本医学会、日本歯科医師会、日本歯学会発出(平

成28年12月7 田の「2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会

の成功に向けて屋内完全禁煙とする包括的受動喫煙防止法・条例制定の要望書」

(添付2)並びに禁煙推進学術ネットワーク発出(平成29年2月24 田の「健

康被害の防止が期待できない観点から、受動喫煙の規制に面積基準による小規

模店舗の例外を認めることや喫煙室の設置等の分煙は認めるべきではない」と

する声明(添付3)を全面的に支持します。
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ご承知のように、わが国における成人の総死亡には喫煙を原因とする疾患(循

環器疾患33,000人余、がん7フ,000人余、呼吸、器疾患 18,000人余;合計 13

万人)が、高血圧を原因とする疾患(約 10万人)を凌いで、大きく寄与してい

ることが明らかとなっていますD。また、最近の注目すべき論文として、国際研

究グループはたばこを 1日1箱吸い続けると、肺の細胞では1年間で150個も

の遺伝子の突然変異が生じ、蓄積するという研究結果をScienceに報告していま

す幻。また、受動喫煙に関しては、国立がん研究センターを中心とする研究者が

受動喫煙の曝露によって肺がんの死亡りスクが 1.28(95%信頼区間:1.10~1.48)

倍になることを報告しており、受動喫煙と肺がんとの関連の科学的証拠は、因

果関係を推定するのに十分であると結論付けています3)。

一方、受動喫煙対策に関して、 WH0報告ではわが国の受動喫煙対策は世界の

中でも最低レベルに分類されている状況です。 2020年のオリンピック・パラリ



ンピックの開催国として、我が国が率先して科学的根拠を明示した受動喫煙対

策を確立すべきであると考えます。特に禁煙推進学術ネットワークの声明(添

付2、3)に述べられていますように、小店舗の喫煙や喫煙室の設置などは受動

喫煙をゼロにはできないことが明らかになっており4)、ぜひとも飲食店等のサー

ビス業や事務所も含む公共の施設内での喫煙の全面的な禁止をもりこんだ制度

設計をされることを強く要望いたします。我が国の国民の健康とともに、来日

される世界の人々の健康を守るために是非ともよろしくご賢察の程お願いいた

します。

ここに、学術団体である一般社団法人日本医学会連合は、貴省のご尽力によ

り「世界トップレベルの受動喫煙対策」を制度化することを切望するものです。
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一般社団法人日本医学会連合社員学会一覧
日本アレルギー学会 日本医学教育学会

日本胃癌学会 日本医史学会

日本医真菌学会 日本医療機器学会

日本医療・病院管理学会日本ウイルス学会

日本衛生動物学会 日本栄養・食糧学会

日本j島泉気候物理医学会日本解剖学会

日本核医学会 日本眼科学会

日本感染症学会 日本肝臓学会

日本気管食道科学会日本緩和医療学会

日本救急医学会 日本矯正医学会

日本形成外科学会 日本外科学会

日本結核病学会 日本血管外科学会

日本高血圧学会日本口腔科学会

日本呼吸器学会日本交通医学会

日本呼吸器内視鏡学会日本細菌学会

日本産業衛生学会 日本磁気共鳴医学会

日本周産期・新生児医学会日本集団災害医学会

日本消化器外科学会日本循環器学会

日本消化器病学会 日本小児科学会

日本小児血液・がん学会日本小児循環器学会

日本職業・災害医学会日本自律神経学会

日本神経病理学会 日本人工臓器学会

日本心臓血管外科学会日本腎臓学会

日本生化学会日本睡眠学会

日本生殖医学会 日本精神神経学会

日本脊椎脊髄病学会日本生理学会

日本造血細胞移植学会日本大腸肌門病学会

日本手外科学会日本超音波医学会

日本動脈硬化学会日本糖尿病学会

日本内視鏡外科学会日本内科学会

日本認知症学会日本乳癌学会

日本脳神経外科学会日本熱帯医学会

日本農村医学会 日本肺癌学会

日本皮膚科学会日本泌尿器科学会

日本病態栄養学会 日本病理学会

日本平滑筋学会 日本ぺインクリニック学会

日本放射棚重癌学会 日本保険医学会

日本脈管学会 日本民族衛生学会

日本薬理学会 日本輸血・細胞治療学会

日本りハピリテーション医学会日本臨床検査医学会

日本臨床スボーツ医学会日本臨床腫癌学会

日本りンパ網内系学会日本レーザー医学会

日本医学放射線学会

日本移植学会

日本医療情報学会

日本衛生学会

日本疫学会

日本化学療法学会

日本癌学会

日本癌治療学会

日本寄生虫学会

日本胸部外科学会

日本血液学会

日本血栓止血学会

日本公衆衛生学会

日本呼吸器外科学会

日本産科婦人科学会

日本目鼻咽喉科学会

日本集中治療医学会

日本消化器内視鏡学会

日本小児外科学会

日本小児神経学会

日本神経学会

日本心身医学会

日本人類遺伝学会

日本整形外科学会

日本生体医工学会

日本先天異常学会

日本体力医学会

日本透析医学会

日本東洋医学会

日本内分泌学会

日本熱傷学会

日本脳卒中学会

日本ハンセン病学会

日本肥満学会

日本プライマリ・ケア連合学会

日本法医学会

日本麻酔科学会

日本免疫学会

日本りウマチ学会

日本臨床細胞学会

日本臨床薬理学会

日本老年医学会


